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東日本大震災後における生活習慣病のリスクがある避難者への

電話支援による調査票への回答および医療機関受診の効果

福島県県民健康調査
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福島県県民健康調査「こころの健康度・生活習慣に関する調査」グループ※

目的 福島県立医科大学では，福島県からの委託を受け，東日本大震災による東京電力福島第一原

子力発電所事故に伴う放射線の健康影響を踏まえ，将来にわたる県民の健康管理を目的とした

「県民健康調査」を毎年実施している。そのうち，平成23年度「こころの健康度・生活習慣に

関する調査」の生活習慣支援対象者（高血圧・糖尿病）に対し，看護師・保健師等が実施した

電話支援の効果，特に次年度の調査票への回答および医療機関受診の勧奨効果を明らかにする

ことを目的とした。

方法 平成23年度「こころの健康度・生活習慣に関する調査」の生活習慣支援対象者（高血圧・糖

尿病）1,620人をベースラインデータとし，平成24年度「こころの健康度・生活習慣に関する

調査」の結果との関連を縦断的に検討した。

結果 平成23年度の生活習慣支援対象者で，電話支援を実施した者（以下，電話支援者）は1,078
人，電話番号の未記載や留守等で電話支援を実施しなかった者（以下，電話未支援者）は542
人であった。単変量解析の結果，電話支援実施の有無で，居住場所（P＝0.001），教育歴（P＜

0.001），就業状況（P＜0.001）に違いがみられた。

平成24年度調査票への回答者数は，電話支援者が616人（57.1），電話未支援者が248人
（45.8）であり，電話未支援者に比べ電話支援者の平成24年度調査票回答率は高く，統計的

に有意であった（P＜0.001）。また，平成24年度調査票への回答の中で，医療機関に受診した

と記載のあった者は，電話支援者が184人（29.9），電話未支援者が68人（27.4）であり，

電話未支援者に比べ電話支援者の受診者の割合は高かったが，統計的に有意差はなかった。

多変量解析の結果，平成24年度調査票への回答には，電話支援を受けた者であることが有意

に関連した（P＝0.016）。
結論 電話支援者は電話未支援者に比べ，次年度の調査票回答率が有意に高く，電話支援の取り組

みは，調査票回答率の向上に有効であると考えられる。
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 緒 言

平成23年 3 月11日に発生した東日本大震災とそれ

に伴う大津波は，東京電力福島第一原子力発電所に

おいて未曾有の原子力災害を引き起こした。これに

伴い，原発から半径20 km 圏内は避難区域等として

国より指定を受け，現在も多くの住民が県内外にお

いて避難を余儀なくされている。原発事故は未だ収

束をみておらず，放射線による影響1～3)のみなら
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図 対象者の選定
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ず，長期化する避難生活の住民への健康影響が懸念

されている4,5)。また，避難による生活習慣の変化

が，心疾患や脳血管疾患などの発症リスク6)を高

め，生活習慣病の増加7～9)が危惧されている。

福島県立医科大学では，国が指定した避難区域等

の13市町村の住民に対し，平成23年度より福島県県

民健康調査「こころの健康度・生活習慣に関する調

査」を毎年継続的に実施している10,11)。調査回答の

内容から，こころおよび高血圧や糖尿病等の生活習

慣病への支援の必要性があると判断された対象者に

対し，臨床心理士，保健師，看護師等により構成さ

れた「こころの健康支援チーム」が電話支援により

状況確認，助言および医療機関への受診勧奨を実施

している。電話支援対象者は，平成23年度が約

9,000人12)，平成24年度が約7,000人13)であった。電

話支援を実施した者のうち，2 割程度は市町村の支

援が行き届きにくい県外に避難している者への支援

であった。前述のように，避難による循環器疾患の

増加が懸念されるため，生活習慣に関する支援とし

て高血圧・糖尿病等の未受診者に対する受診勧奨支

援を行ってきた。

電話支援は避難場所を問わずに状況確認や健康相

談を実施することができるため，大規模災害時にお

ける有用な支援方法のひとつであるが14)，その効果

は明らかになっていない。

そのため，大規模な災害後の電話支援の効果を検

証することは極めて重要な課題であると考えられ

る。そこで，本研究では，医療機関未受診の生活習

慣支援該当者に着目し，電話支援の効果として次年

度の調査票への回答および医療機関への受診状況を

明らかにすることを目的とした。

 研 究 方 法

. 調査対象者と方法（図）

平成23年度「こころの健康度・生活習慣に関する

調査」に回答した73,433人中，「高血圧または糖尿

病と医師から診断を受けたが現在通院していない者」

1,620人（男性924人，女性696人，平均年齢56.3歳）

を生活習慣支援該当者（以下，支援該当者）として，

本研究のベースラインデータとした。次に，平成24
年度「こころの健康度・生活習慣に関する調査」の

結果との関連を縦断的に検討した。

電話支援は，平日の 9 時から17時の時間帯で実施

し，保健師・看護師等により，現在の健康状態や特

定健康診査の受診の有無，その結果の状況確認を行

い，食事，運動，飲酒，喫煙等の生活習慣病改善の

動機づけと対策への助言および医療機関につなぐこ

とを目的としている。

. 調査内容

1) 平成23年度「こころの健康度・生活習慣に関

する調査」の調査項目

性別，年齢，居住場所，教育歴，就業状況，主観

的健康感，普段の運動，睡眠状況（睡眠の満足度），

喫煙・飲酒の有無，K615,16)（全般的な精神健康状

態の尺度）

2) 平成23年度の電話支援内容の調査項目

電話支援の実施の有無

3) 平成24年度「こころの健康度・生活習慣に関

する調査」の調査票回答の有無

4) 平成24年度「こころの健康度・生活習慣に関

する調査」の調査項目

高血圧または糖尿病に対する医療機関受診の有無

. 分析方法

最初に，支援該当者で電話支援の実施の有無別

に，性，年齢，居住場所，教育歴，就業状況，主観

的健康感，普段の運動，睡眠状況，喫煙・飲酒の有

無，K6，平成24年度の調査票への回答および医療

機関受診の有無について基本統計量を求め，次に t
検定，または x2 検定を行った。また，平成24年度

調査票への回答に関連する要因，医療機関の受診に

関連する要因について，単変量および多変量解析

（ロジスティック回帰分析）によって解析した。分

析には統計パッケージ SPSSVer21（IBM Corp, Ar-
monk, NY）を用いた。

【電話支援の実施の有無別】

1) 電話支援を実施した群（以下，電話支援者）

保健師・看護師からなる支援チームが電話をか

け，生活習慣病予防，医療受診勧奨等を実施するこ

とができた者。
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表 平成23年度電話支援の実施の有無別にみた基

本属性および社会経済的要因等

全 体
電話
支援者

n＝1,078

電話
未支援者
n＝542

P 値

性別

男性 924(57.0) 603(55.9) 321(59.2) 0.207
女性 696(43.0) 475(44.1) 221(40.8)

年齢

平均±SD 56.3±13.8 56.0±13.6 57.1±14.2 0.133
居住場所

県内 1,347(83.1) 873(81.0) 474(87.5) 0.001
県外 273(16.9) 205(19.0) 68(12.5)

教育歴

小・中学校 305(19.6) 178(17.1) 127(24.6) ＜0.001
高校以上 1,254(80.4) 864(82.9) 390(75.4)

就業状況

無職 704(43.5) 592(54.9) 112(20.7) ＜0.001
有職 916(56.5) 486(45.1) 430(79.3)

主観的健康感

良好（普通） 1,119(71.0) 742(70.3) 377(72.4) 0.404
悪い 457(29.0) 313(29.7) 144(27.6)

普段の運動

週に 1 回以上 892(56.4) 606(57.0) 286(55.2) 0.512
ほとんどしていない 690(43.6) 458(43.0) 232(44.8)

睡眠状況（質）

満足 315(23.3) 202(22.0) 113(26.2) 0.090
不満 1,036(76.7) 717(78.0) 319(73.8)

喫煙の有無

吸ったことがない
（やめた） 1,135(71.7) 764(72.0) 371(71.1) 0.698

吸っている 448(28.3) 297(28.0) 151(28.9)
飲酒の有無

飲まない（やめた） 704(43.9) 463(43.3) 241(45.1) 0.479
飲む（月に 1 回以上） 900(56.1) 607(56.7) 293(54.9)

K6（重症精神障害相当）

13点未満 1,223(79.7) 818(79.3) 405(80.4) 0.642
13点以上 312(20.3) 213(20.7) 99(19.6)

n (），年齢は t 検定，その他の項目は x2 検定

表 平成23年度電話支援の実施の有無別にみた次

年度の支援効果

電話支援者
n＝1,078

電話未支援者
n＝542 P 値

平成24年度調査票回答

あり 616(57.1) 248(45.8) ＜0.001
平成24年度医療機関受診状況a

あり 184(29.9) 68(27.4) 0.473

n (），x2 検定
a 平成24年度調査票未回答者を除いて算出
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2) 電話支援を実施できなかった群（以下，電話

未支援者）

返送された調査票に連絡先電話番号が記載されて

おらず架電できなかった，あるいは留守等により電

話がつながらなかった者。

. 倫理的配慮

調査の趣旨，協力の任意性については，質問紙調

査の返送をもって同意を得たものと判断した。ま

た，質問紙調査の回答内容から，専門的な支援が必

要と判断した場合は，専門職から電話支援があるこ

とを文書に記載した。なお，本研究は，福島県立医

科大学医学部倫理委員会承認を得て実施した（承認

番号1316，承認月日平成23年 9 月15日）。

 研 究 結 果

. 平成年度電話支援の実施の有無別にみた基

本属性および社会経済的要因等（表）

電話支援者は電話未支援者に比べて，居住場所が

県外の者が多く（P＝0.001），教育歴が高校以上で

ある者が多く（P＜0.001），就業状況が無職の者が

多かった（P＜0.001）。
. 平成年度電話支援の実施の有無別にみた次

年度の支援効果（表）

平成24年度に調査票への回答があった者は，電話

支援者の616人（57.1）に比べ，電話未支援者は

248人（45.8）と有意に電話支援者の割合が高か

った（P＜0.001）。また，平成24年度までに医療機

関に受診した者は，電話未支援者が68人（27.4）

であったのに対し，電話支援者は184人（29.9）

であり，電話支援者の割合は高かったが，有意差は

なかった。

. 平成年度電話支援実施後における平成年

度調査票への回答および医療機関の受診に関連

する要因（表・）

調査票への回答に関連する要因および医療機関の

受診に関連する要因について，ロジスティック回帰

分析の結果を表 3，表 4 に示す。平成23年度の電話

支援の有無と平成24年度の調査票への回答は，他の

因子を調整しても統計学的に有意な関連を示した

（表 3）。一方，平成23年度の電話支援の有無と平成

24年度の医療機関受診は，他の因子を調整した結

果，統計学的に有意な関連は示さなかった（表 4）。

 考 察

. 平成年度の電話支援の有無と平成年度の

調査票への回答との関連

電話支援の効果指標である次年度の調査票への回

答については，電話支援者が電話未支援者に比べ，

有意に調査票回答率が高く，対象者の特性を調整し

た後でも，電話支援が調査票への回答に有効である

ことが明らかになった。電話支援は，次年度の調査

票への回答率の上昇に有効であった。調査票に回答
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表 平成24年度調査票への回答に関連する要因ロジスティック回帰分析

Unadjusted OR Adjusted OR

OR 95CI OR 95CI

性別 男性 1.00 1.00
女性 1.10 0.911.35 0.95 0.721.25

年齢 65歳未満 1.00 1.00
65歳以上 1.58 1.261.97 1.28 0.931.76

居住場所 県内 1.00 1.00
県外 1.03 0.791.33 0.90 0.661.22

教育歴 小・中学校 1.00 1.00
高校以上 1.11 0.871.43 1.07 0.771.49

就業状況 無職 1.00 1.00
有職 0.62 0.510.75 0.72 0.550.93

主観的健康感 良好（普通） 1.00 1.00
悪い 1.00 0.811.25 1.02 0.771.34

普段の運動 ほとんどしていない 1.00 1.00
週に 1 回以上 1.56 1.281.91 1.40 1.101.79

睡眠状況（質） 満足 1.00 1.00
不満足 1.03 0.801.32 1.10 0.831.47

喫煙の有無 吸ったことがない（やめた） 1.00 1.00
吸っている 0.63 0.500.78 0.66 0.500.87

飲酒の有無 飲まない（やめた） 1.00 1.00
飲む（月 1 回以上） 0.90 0.741.10 1.04 0.801.35

K6（重症精神障害相当） 13点未満 1.00 1.00
13点以上 1.04 0.811.33 1.14 0.841.56

平成23年度電話支援の有無 なし 1.00 1.00
あり 1.58 1.281.95 1.38 1.061.80

OR（95CI）オッズ比（95信頼区間），P＜.05, P＜.01
Adjusted OR は，表中のすべての変数で調整
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することで，電話支援の機会が得られ，個別に抱え

ている課題に対応してもらったという利得を得たと

感じ，次年度の調査票への回答の動機づけになって

いたと考えられる。毎年実施する質問紙を用いた調

査は，避難者のこころの健康度と生活習慣の状況を

把握することが可能となり，支援が必要な場合には

市町村や心のケアセンター等外部の支援機関につな

ぐことができる有効な手段であると考えられる。そ

のため，回答しやすい質問項目や調査方法のあり方

を今後も引き続き検討していくことが重要である。

また，有職者の約半数が現行で実施している電話

支援を受けておらず，電話支援を得る機会が少な

く，調査票への回答の動機づけにつながっていな

い。さらに，有職者は無職者に比べ，相対的に時間

に余裕がなく，調査票への回答を継続しにくい状況

にあったと考えられる。

一方，普段から運動習慣がある者や非喫煙者な

ど，健康意識が高い者は，保健行動17,18)に参加する

傾向があることが報告されていることから，調査票

への回答にも意欲的に取り組んだと言えよう。

. 平成年度の電話支援の有無と医療機関受診

との関連

高血圧や糖尿病と指摘されながらも医療機関受診

につながっていない未受診者にとって，電話支援は

受診につなげる有効な支援であるという仮説を考え

ていたが，本研究の結果，医療機関受診の割合は，

電話支援者が電話未支援者に比べ高かったものの有

意な結果はみられなかった。この理由の一つとし

て，平成23年度の電話支援の有無と医療機関受診と

の関連は，平成24年度調査票に回答した者のみで解

析しており，全体を代表していないことが結果に影

響している可能性がある。避難者の状況を把握する

ためには，まず調査票の回答率を向上し，医療機関

受診状況の把握に努めることが重要であり，これら

の取り組みが今後の支援につながるものと考えられ

る。また，電話支援者のなかでも，受診行動に移し

た者の割合は29.9と低い。一度の電話支援で未受

診者を受診行動につなげることは難しく，受診行動
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表 平成24年度医療機関の受診に関連する要因ロジスティック回帰分析

Unadjusted OR Adjusted OR

OR 95CI OR 95CI

性別 男性 1.00 1.00
女性 1.07 0.801.43 1.03 0.681.58

年齢 65歳未満 1.00 1.00
65歳以上 1.63 1.192.22 1.03 0.671.60

居住場所 県内 1.00 1.00
県外 0.75 0.501.13 0.68 0.411.13

教育歴 小・中学校 1.00 1.00
高校以上 0.63 0.440.91 0.70 0.441.12

就業状況 無職 1.00 1.00
有職 0.81 0.601.08 0.98 0.661.45

主観的健康感 良好（普通） 1.00 1.00
悪い 1.06 0.771.47 1.13 0.741.72

普段の運動 ほとんどしていない 1.00 1.00
週に 1 回以上 1.28 0.951.72 1.36 0.941.97

睡眠状況（質） 満足 1.00 1.00
不満足 0.76 0.521.10 0.79 0.511.22

喫煙の有無 吸ったことがない（やめた) 1.00 1.00
吸っている 0.73 0.511.05 0.89 0.581.39

飲酒の有無 飲まない（やめた） 1.00 1.00
飲む（月 1 回以上） 0.80 0.601.08 1.06 0.711.58

K6（重症精神障害相当） 13点未満 1.00 1.00
13点以上 1.23 0.851.77 1.37 0.872.16

平成23年度電話支援の有無 なし 1.00 1.00
あり 1.13 0.811.57 1.09 0.711.67

OR（95CI）オッズ比（95信頼区間），P＜.05, P＜.001
Adjusted OR は，表中のすべての変数で調整

平成24年度調査票未回答者を除いて算出
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という行動変容までには至らない者が多かった。慣

れない土地での避難生活のため，医療機関を探し，

受診するという行動が，避難前の医療機関の受診と

は異なり，受診の意思はあるものの受診行動にまで

至らなかった可能性が考えられる。そのため，今後

は受診勧奨だけではなく，受診までの交通の便など

を考慮し，受診行動を促す動機づけの介入も必要で

あると考えられる。

. 電話支援につながらない要因

電話支援者と電話未支援者を比較したところ，県

内に居住している者，教育歴が低い者，有職者が電

話支援につながりにくいという特徴が認められた。

Suzuki ら3)が行った研究では，県外に避難してい

る者は県内に避難している者に比べ，精神的苦痛が

高く，避難する居住地域によって精神健康に影響が

あることを報告している。また，震災前の地域から

遠く離れて避難しているため，情報や支援が行き届

きにくく，日常生活スタイルの変化から，生活習慣

の悪化14)がみられている。そのような状況であるこ

とから，県外に避難している者は県内に避難してい

る者に比べ，電話支援に対する受け入れが良く，支

援に対し好意的であったのではないかと考えられる。

また，有職者において，架電する時間帯が勤務時

間帯と重なり，つながりにくい要因になっていたと

考えられる。対象者の就業状況を確認し，架電する

時間を昼休みや夕方にするなどの工夫は行っていた

が，有職者にとって，心落ち着いて相談できる環境

の場に成り得るよう，引き続き，対応策を検討する

必要がある。

さらに，電話支援で不在の場合，可能な限り，支

援者は留守番電話に伝言メッセージを残している。

電話支援者の中には，一度不在であったものの，対

象者からの折り返しの電話で支援につながった者が

いる。高齢者を対象とした健診などの健康事業に参

加する特徴を示した研究では，教育歴の高さ19～21)

が事業への参加に関連する。このことから，電話支
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援の必要性を感じていない者，あるいは相対的に時

間がないと感じている者は，折り返しの電話をする

行動にまで至らない可能性が高い。そのため，電話

支援がつながりにくい可能性があったと考えられる。

最後に，本研究の限界として，第一に「こころの

健康度・生活習慣に関する調査」は自記式質問であ

り，高血圧または糖尿病の診断基準および医療機関

受診の状況が本人の申告からであることが挙げられ

る。より信頼性を高めるため，詳細な状況確認が可

能な面接調査法を用いる，あるいは特定健康診査等

の結果から得られる客観的データを用いた方法を検

討する必要がある。第二に，平成23年度調査票を回

答した者のうち，高血圧または糖尿病と診断を受け

たが現在通院していない者のみに実施した電話支援

に限定し，追跡調査が可能であった平成24年度調査

票の回答者に限られているため，セレクションバイ

アスが生じている可能性があり，一般化には注意を

要する。第三に，平成23年度電話支援の実施の有無

別により平成24年度調査票の回答率に有意な差がみ

られたため，平成24年度医療機関受診状況は，平成

24年度調査票未回答者を除外して解析を行った。し

たがって，再回答者が初回回答者全体を代表してい

ない可能性があり，これが再回答者の医療機関受診

率に影響している可能性がある。本研究では，この

ような研究の限界はあるものの，大規模災害後の生

活習慣病のリスクがある避難者の医療機関受診状況

や電話支援というアウトリーチへの影響が明らかに

なったことは，今後の災害後支援の構築に有意義で

あったと考えられる。

 結 語

「こころの健康度・生活習慣に関する調査」の調

査票項目のなかで，生活習慣電話支援対象者（高血

圧・糖尿病）の選定基準に該当した者の電話支援の

実施の有無による次年度の調査票への回答および医

療機関への受診状況の追跡調査を行った。電話支援

者は電話未支援者に比べ，次年度の調査票回答率が

有意に高く，また，医療機関の受診につながってい

る者の割合も高いことが明らかになった。このこと

から，電話支援の取り組みは，調査票回答率の向上

に有効であると考えられる。
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The eŠect of telephone support to evacuees with risks of hypertension and diabetes
mellitus after a disaster: the Fukushima Health Management Survey

Naoko HORIKOSHI,2, Tetsuya OHIRA,3, Seiji YASUMURA,2,
Hirooki YABE,4and Masaharu MAEDA,5

Fukushima health Management Survey Group

Key wordsdisaster, lifestyle habits, telephone support, response rates, medical examination, Fukushima
Health Management Survey

Objectives Fukushima Medical University has been conducting the Fukushima Health Management Sur-
vey `̀ Mental Health and Lifestyle Survey'' annually as part of the health care of evacuees following
the Fukushima Daiichi nuclear power plant accident.

This study aimed to clarify the eŠects of telephone support performed by nurses or public health
nurses. In particular, we investigated the response rates for questionnaire of the following year and
the recommended eŠect of medical support for evacuees with risks of hypertension and diabetes mel-
litus in the ˆscal year 2011 (FY2011).

Methods The study population included evacuees (1,620 people) with risks of hypertension and diabetes
mellitus in FY2011. We compared the participants' responses to the FY2012 survey and medical
results based on those who received telephone support and those who did not.

Results Evacuees who have received telephone support (telephone supporters) comprised 1,078 people.
Evacuees who did not receive telephone support (non-telephone supporters) comprised 542 people.

Telephone supporters consisted of more people from outside Fukushima prefecture (P＝0.001),
with above high school education (P＜0.001), and who were unemployed (P＜0.001) compared to
non-telephone supporters.

For the FY2012 survey, 616 telephone supporters responded (57.1), while 248 non-telephone
supporters responded (45.8). The response rate of telephone supporters was signiˆcantly higher
compared to non-telephone supporters for the FY2012 questionnaire (P＜0.001).

In addition, 184 (29.9) telephone supporters and 68 (27.4) non-telephone supporters under-
went the medical examination.

In the multivariate analysis, responses to the FY2012 questionnaire were signiˆcantly associated
with receiving telephone support (P＝0.016).

Conclusion Telephone supporters had higher response rates for the questionnaire the following year com-
pared to non-telephone supporters. Therefore, telephone support was eŠective in increasing the
questionnaire response rate during the following year.
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